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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第108期中間連結会計期間（平成15年４月１日より平成15年９月30日まで）より、従来、持分法適用関連会

社であった日揮工事㈱については、株式の追加取得により連結子会社に変更している。 

３ 従業員数の［外、平均臨時雇用者数］は、平均派遣受入者数等を記載している。 

４ 第108期以降、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載

していない。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第108期中 第109期中 第110期中 第108期 第109期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 189,085 181,779 250,291 409,961 435,197

経常利益 (百万円) 8,703 7,477 12,753 18,481 16,001

中間(当期)純利益 (百万円) 6,088 5,271 9,458 10,587 11,585

純資産額 (百万円) 138,556 148,606 163,260 146,289 151,155

総資産額 (百万円) 342,857 393,679 375,397 355,009 367,437

１株当たり純資産額 (円) 545.27 584.81 642.84 575.60 595.01

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 23.93 20.74 37.24 40.88 44.93

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 23.92 ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 40.4 37.7 43.5 41.2 41.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △13,064 △2,332 11,827 18,778 △16,848

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,050 △8,899 △1,688 △3,944 △10,656

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,163 △2,537 △1,688 △3,437 △3,456

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 70,386 86,939 76,888 99,987 68,925

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
4,073
[589]

4,116
[675]

4,217
[1,036]

4,063
[602]

4,147
[ 686 ]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数の［外、平均臨時雇用者数］は、平均派遣受入者数等を記載している。 

３ 第108期以降、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載

していない。 

  

回次 第108期中 第109期中 第110期中 第108期 第109期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 171,581 160,154 220,365 367,740 386,040

経常利益 (百万円) 6,397 5,803 9,422 14,172 10,875

中間(当期)純利益 (百万円) 4,851 4,628 7,134 8,265 8,690

資本金 (百万円) 23,500 23,511 23,511 23,511 23,511

発行済株式総数 (千株) 258,962 259,052 259,052 259,052 259,052

純資産額 (百万円) 127,912 136,599 146,607 134,860 136,660

総資産額 (百万円) 307,671 364,146 333,086 319,109 332,727

１株当たり純資産額 (円) 503.38 537.56 577.27 530.63 537.95

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 19.07 18.21 28.09 31.98 33.82

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 19.06 ─ ─ ─ ─

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ─ ─ ─ 8.00 8.50

自己資本比率 (％) 41.6 37.5 44.0 42.3 41.1

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
1,724
[816]

1,779
[1,074]

1,881
[ 1,238 ]

1,719
[871]

1,804
[ 1,081 ]



２ 【事業の内容】 

日揮グループ(当社、当社の子会社34社および関連会社16社)は、各種プラント・施設の計画、設計、建

設、試運転役務に関する事業を主として行っており、これらに附帯する機器調達、検査・保守および各種

情報処理サービスならびに触媒・化成品の製造・販売を営んでいる。 

当中間連結会計期間における、日揮グループが営む主な事業の内容および主な関係会社の異動はない。

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業従業員数である。 

２ 「従業員数」欄の( )内は、外数で平均臨時雇用者数(派遣受入者数等)を記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業従業員数であり、執行役員(17名)を含み、関係会社等への出向者(69名)を含まない。 

２ 「従業員数」欄の( )内は、外数で平均臨時雇用者数(派遣受入者数等)を記載している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

なお、提出会社においては、労働組合は結成されていない。 

  

事業の種類別セグメント 従業員数(人)

総合エンジニアリング事業 3,703(910)

触媒・化成品事業 514(126)

合計 4,217(1,036)

従業員数(人) 1,881(1,238 )



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期前半のわが国経済は、素材価格や資機材価格の上昇、原油価格の高騰などの不安定要素があるも

のの、企業収益の好調を受けた設備投資および個人消費の増加により、緩やかに回復している。一方、

海外においては米国や中国などで引き続き景気が拡大しているほか、当社の主要マーケットである中近

東での旺盛な設備投資など世界経済は着実に回復しているものの、イラク情勢などの地政学的リスクや

巨大ハリケーンによる米国経済への影響、そして昨年から続く原油価格の高止まりなど、先行きに対す

る不透明感は依然として払拭されていない。 

 そのような経済状況の中、メジャーオイルをはじめとする国内外のエネルギー各社は、原油高による

高収益を背景として新たな投資意欲を高めており、プラント市場は活況を呈している。     

 このような状況の下で、日揮グループの当中間期の業績は、連結売上高2,502億91百万円（前年同期

比37.7％増）、連結営業利益99億13百万円（前年同期比99.9％増）、連結経常利益127億53百万円（前

年同期比70.6％増）、連結中間純利益94億58百万円（前年同期比79.4％増）となった。 

 当社単体については、売上高2,203億65百万円（前年同期比37.6％増）、営業利益61億14百万円（前

年同期比95.1％増）、経常利益94億22百万円（前年同期比62.3％増）、中間純利益71億34百万円（前年

同期比54.1％増）となった。 

 総合エンジニアリング事業における連結売上高は2,354億76百万円、連結営業利益は79億88百万円と

なった。触媒・化成品事業における連結売上高は148億14百万円、連結営業利益は19億24百万円となっ

た。 

 総合エンジニアリング事業の受注については、積極的な営業活動を展開した結果、連結ベースで海外

3,472億55百万円、国内1,015億71百万円、合計4,488億26百万円（前年同期比80.1％増）を受注した。 

 当社単体の受注については、海外3,448億59百万円、国内783億９百万円、合計4,231億69百万円（前

年同期比81.0％増）となった。その内訳は、地域別では、中近東が全体の59.5％を占め、アジア、日本

などの順となっている。産業分野別では、石油精製関係が全体の37.5％を占め、石油・ガス・資源開発

関係、LNG関係、発電・原子力・新エネルギー関係などの順となっている。 

 主な受注案件は、カタール向けGTLプラント建設工事、イエメン向けLNGプラント建設工事、ベトナム

向け製油所建設工事およびサウジアラビア向けNGL回収プラント建設工事などが挙げられる。また、主

な投資案件はサウジアラビア向け大規模発電・造水事業権の獲得があげられる。 

 この結果、当社単体の当中間期末の受注残高は、契約金額の修正・変更および為替変動による修正を

加え、9,074億53百万円となった。  

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、資金という）は、前中間連

結会計期間末に比べ100億51百万円減少し、768億88百万円（前年同期比11.6%減）となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金は、税金等調整前中間純利益や仕入債務の増加、未成工事受入金の減少等により

118億27百万円の増加（前年同期比141億60百万円増）となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金は、当社および一部の子会社の設備投資による支出等により16億88百万円の減少

（前年同期比72億11百万円増）となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金は、配当金の支払等により16億88百万円の減少（前年同期比８億49百万円増）と

なった。 

  

なお、日揮グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりである。 

  

 
(注)自己資本比率          ： 自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率    ： 株式時価総額/総資産 

債務償還年数          ： 有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー/利払い 

  各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算している。 

   有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債 

   を対象としている。営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動 

   によるキャッシュ・フローを使用している。また、利払いは連結キャッシュ・フロー計算 

   書の利息の支払額を使用している。 

  

 
平成14年 
３月期

平成15年 
３月期

平成16年 
３月期

平成17年 
３月期

 
平成17年 
９月期

自己資本比率(%) 39.6 39.1 41.2 41.1 43.5

時価ベースの自己資本比率（%） 72.3 64.1 82.1 80.9 140.4

債務償還年数（年） － 0.3 0.9 － 1.4

インタレスト・ 
カバレッジ・レシオ（倍）

－ 136.0 55.2 － 77.2



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」に記載している諸数値には消費税等を含めていない。 

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっている。 

２ 総合エンジニアリング事業については、生産実績を定義することが困難であるため、触媒・化成品事業につ

いてのみ記載している。 

  

(2) 受注実績 

  

 
(注) 触媒・化成品事業については、受注生産を行っていないため、総合エンジニアリング事業についてのみ記載し

ている。 

  

(3) 売上実績 

  

 
  

区分

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

(百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(百万円)

総合エンジニアリング事業 ― ―

触媒・化成品事業 10,836 12,711

合計 10,836 12,711

区分

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

(百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(百万円)

総合エンジニアリング事業 249,172 448,826

触媒・化成品事業 ― ―

合計 249,172 448,826

区分

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

(百万円)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(百万円)

総合エンジニアリング事業 170,111 235,476

触媒・化成品事業 11,667 14,814

合計 181,779 250,291



(参考)提出会社単独の受注高、売上高および受注残高 
  

 
(注) １ 各項目の金額は、消費税等を除いて記載している。 

   ２ 「前期末受注残高」は当中間期の為替換算修正および契約金額の修正、変更をそれぞれ次のとおり含んでい

る。 

  

  

 
３ 当社の取扱品目である各種プラント・施設等の設計・調達・建設役務の遂行には高度の技術能力を必要とす

るため、顧客による特命ないし指名入札方式による契約がほとんどである。また、受注は顧客との直接契約

による場合のほか、商社経由となる場合もあり、経路は一定しない。 

  

区分
前期末
受注残高 
(百万円)

当中間期
受注高 
(百万円)

当中間期
売上高 
(百万円)

当中間期末 
受注残高 
(百万円)

国内

石油・ガス・資源開発関係 37 29 28 38

石油精製関係 43,802 62,854 11,482 95,175

ＬＮＧ関係 45 612 2 655

化学関係 5,864 4,043 3,625 6,283

発電・原子力・新エネルギー関係 9,753 3,055 1,853 10,955

生活関連・一般産業設備関係 28,424 4,647 7,219 25,852

環境・社会施設・情報技術関係 18,024 2,983 2,220 18,787

その他 49 82 9 122

計 106,001 78,309 26,440 157,870

国外

石油・ガス・資源開発関係 222,569 118,840 81,400 260,009

石油精製関係 93,983 95,756 36,995 152,744

ＬＮＧ関係 125,170 92,424 20,815 196,779

化学関係 132,054 2,989 37,123 97,919

発電・原子力・新エネルギー関係 21,574 33,993 16,743 38,824

生活関連・一般産業設備関係 127 759 318 567

環境・社会施設・情報技術関係 3,071 ― 441 2,630

その他 95 97 85 108

計 598,647 344,859 193,924 749,582

合計 (注2)704,649 423,169 220,365 907,453

区分
為替換算修正
(百万円)

契約金額の
修正・変更 
(百万円)

計 
(百万円)

石油・ガス・資源開発関係 720 △1,514 △794

石油精製関係 △938 ― △938

ＬＮＧ関係 300 0 300

化学関係 1,135 △599 535

発電・原子力・新エネルギー関係 ― ― ―

生活関連・一般産業設備関係 △11 ― △11

環境・社会施設・情報技術関係 ― △3 △3

その他 ― ― ―

計 1,207 △2,118 △910



４ 受注残高のうち主なものは、次のとおりである。 

 
  

５ 売上高のうち主なものは、次のとおりである。 

 
６ 売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高およびその割合は、次のとおりである。 

 
  

  

３ 【対処すべき課題】 

総合エンジニアリング事業の中核企業である当社は、“Engineering for the Quality of Human 

Life”をモットーに、環境にやさしいプロジェクトの開発・遂行を通じてさらなる飛躍を目指し、世界の

エンジニアリング・コントラクターのトップランナーであり続けることを目標とした中期経営計画「成長

へのシナリオ」を2001年に策定した。そして、全社一丸となって努力した結果、目標指標として掲げた

2006年３月期に売上高4,000億円、当期純利益100億円、株主資本利益率（ROE）７％の各数値の達成は、

ほぼ可能な状況となった。このような背景を受け、当社単体での「成長へのシナリオ」をベースとして、

グループ経営を強化しつつ、さらなる飛躍を目指し、日揮グループの2006年度から５ヵ年にわたる経営戦

略となる新・中期経営計画「シナリオ2010」を本年７月に策定した。「シナリオ2010」は市場環境の変化

に応じて修正・変更が考えられるものの、下記の基本方針の下で、2010年度までに日揮グループとして売

上高6,000億円、当期純利益300億円、ROE11％以上の達成を目標指標として掲げている。 

  

＜「シナリオ2010」の基本方針＞ 

 
  

「シナリオ2010」ではコア事業であるEPCビジネスに加え、非EPCビジネスとして事業投資や日揮グルー

プ内のシナジー最大化による“複合ビジネスモデル”の確立を目指している。これは、当社がエンジニア

リング会社として蓄積し、今後もさらに高めていく高度な技術力と、日揮グループの市場・製品競争力の

相乗効果をベースとした、他業種や同業他社とは異なるユニークなビジネスモデルである。また、このビ

ジネスモデルは本計画の終了する５年後のみならず、10年、15年先も見据えた日揮グループの持続的成長

の根幹となるものである。日揮グループは本計画を達成することにより、「未来のエンジニアリング企業

体」への変貌を目指していく。なお、本シナリオ策定に先行し、当社は既に2004年度に非EPCビジネスを

進展させることを目的として、投資事業の推進部門を営業統括本部内に設置している。また、関係会社に

サウジ アラムコ社 ＮＧＬ回収設備建設工事 平成20年３月期第４四半期完成予定

ドルフィン エナジー社 ガス処理設備建設工事 平成20年３月期第２四半期完成予定

ビーピーベラウ社 タングＬＮＧ製造設備建設工事 平成22年３月期第１四半期完成予定

ペトロ ベトナム社 製油所建設工事 平成21年３月期第４四半期完成予定

ジュベイル シェブロン  
フィリップス社

エチレン装置建設工事 平成20年３月期第２四半期完成予定

ドルフィン エナジー社 ガス処理設備建設工事

ソハール リファイナリー社 製油所建設工事

アラムコ オーバーシーズ社 複合発電設備建設工事

ジュベイル シェブロン  
フィリップス社

エチレン装置建設工事

バーレーン ペトロリウム社 バプコ製油所建設工事

ドルフィン エナジー社       40,133百万円 （18.2%）

なお、前中間会計期間については、当該割合が100分の10未満のため、記載を省略している。

① コア事業であるEPC（設計・調達・建設）ビジネスのさらなる拡大と、強固な財務基盤に基づく事業投資の加速

② 関係会社とのシナジー最大化による新たなビジネスモデルの創造

③ 「未来のエンジニアリング企業体」への変貌



おいても旭硝子㈱より触媒化成工業㈱の株式を取得し、同社を100％子会社にするなど、「シナリオ

2010」のコンセプトは既に動き出している。  

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、当社が新たに締結した重要な契約は以下のとおり。 

 
当中間連結会計期間において、契約期間等の変更をした重要な契約はない。 

当中間連結会計期間において、解約をした重要な契約はない。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

① 総合エンジニアリング事業  

 当中間連結会計期間は、EPCビジネスの領域拡大と新規事業創出を核とした新・中期経営計画「シナリ

オ2010」の実現を目標に技術開発を進めている。  

 「EPCビジネスの領域拡大」については、当社コア技術分野であるエネルギー分野を中心に、開発を進

めている。  

 石油精製分野では、顕在化してきた原油重質化対応の新しい発想に基づく石油精製スキームと、利用の

難しい重質残渣油の付加価値向上のための技術開発に取り組んでいる。その中で、重質残渣油のガス化複

合発電（IGCC）については本邦初の建設実績に加えて、今後の排出増加が見込まれる重金属含有燃焼灰の

処理等の関連技術の開発も進め、総合的な適応技術体系の構築を目指している。  

 石油化学分野では、経済的競争力を求めて原料多様化と技術革新が求められている中で、当社開発の向

流多段液々抽出装置“WIN TRAY”が平成16年度分離技術会技術賞の受賞に至った。本技術受賞は芳香族抽

出装置実績等で示した高い分離性能が評価されたもので、多くの顧客からの引き合いも多い。  

 天然ガスおよびガス処理分野では、LNGについて製造から用途開発に至る総合的なビジネス展開を支え

る技術開発を実施している。LNG製造では安全性と経済性のバランスの取れた合理的な設計基準に基づく

プラント提供を目標に、信頼性のあるプラントの開発に努めている。天然ガスの用途については、クリー

ンエネルギーとしてのDME（ジメチルエーテル）製造技術を確立し商業化の機会を窺っている。さらに、

DMEを原燃料にしたプロピレン製造や燃料電池システムの開発を進めると同時に、製品DMEやGTLの経済性

確保のために、新規高効率合成ガス製造プロセスの開発をパイロットプラントで鋭意進めている。  

 地球温暖化対応技術分野では、革新的高圧炭酸ガス回収技術開発を国際共同開発体制で開始した。原子

力や一般産業分野では放射性廃棄物の処分技術の開発や医薬品製造のための品質保証技術とハザード対応

技術向上を目指し着実に進めている。  

 「新規事業創出」については、地球温暖化ガス「HFC23」の回収・分解技術をベースにした世界最大級

の中国向けCDM（クリーン開発メカニズム)事業契約を日本企業として初めて締結した。また、発電燃料製

造ビジネス等を目標にしてのバイオマス・スラリー燃料製造技術やバイオエタノール製造技術のパイロッ

トプラント試験も鋭意進めている。  

 なお、当事業での研究開発費は、３億31百万円（消費税等は含まない）である。  

  

② 触媒・化成品事業 

契約先 内容 契約期間 契約年月

ケロッグ・ブラウン＆ルー
ト・インク（アメリカ）

天然ガス・プロジェクトの受
注、遂行のための協力

平成20年８月21日まで 平成17年８月



石油精製分野においては、世界的な原油高の中で、「原油重質化対応」、「石化原料の再編」および

「環境負荷低減」が最大の課題になっている。このような市場ニーズに対して、継続的に重油直接脱硫や

間接脱硫等についての新触媒を開発し商品化を進めている。FCC触媒についても、プロピレン増産用新触

媒の開発を終えるとともに、サルファーフリー対応アディティブの商品化を通して国内での高いFCC触媒

シェアを維持している。 

 環境保全分野では、脱硝触媒が米国市場の好転、国内の取り換え需要増を追い風に、低価格触媒の開発

等を積極的に進めている。また、自動車排ガス浄化触媒としては、ディーゼル車向けに国土交通省の認可

を受けたNOxとスス同時除去システム「デュエットバーン方式」用貴金属触媒に加えて、ガソリン車を対

象とした低コストの排ガス浄化触媒の開発をユーザーと共同で進めており、数年後の商品化を目指して順

調に進行している。 

 新機能材料分野では、リチウム２次電池正極材の年産300トン設備を立ち上げるとともに、製品供給を

開始し、製造出荷量も当初の予定通り伸びている。さらに、開発中の次世代高性能Li/Mn/Ni層状型正極

材、燃料電池関連各種触媒、および色素増感型新規太陽電池用材料がユーザーからの高い評価を得て商業

化段階へ移行しつつある。 

 マルチメディア分野では、各種シリカゾルが精密研磨用途、インクジェット用途などで売上が伸びつつ

ある。液晶関連ではミドルコート塗布液が、BRICs向け携帯電話の好調さを背景に伸張した。次世代半導

体用絶縁膜（65/45nm Low-k膜）は学会での評価も高く共同開発先と商業化準備中である。 

 その他、化粧品材料分野、オプト材料分野においても高機能化商品の開発に取り組み、着実に成果を上

げつつある。なお、当事業での研究開発費の金額は、11億18百万円（消費税等は含まない）である。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設等について、当中間連結会計期間に重要

な変更があったものは以下のとおりである。 

 
（注）当初の完了予定日である平成17年６月が平成17年10月に変更となった。 

  

(2) 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の売却・除却等について、当中間連結会計期間

に重要な変更があったものはない。 

  

(3) 前連結会計年度末において計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは以下

のとおりである。 

  

 
  

(4) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、売却等の計画はない。 

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定金額 
(百万円) 資金の 

調達方法

着手および完了予定
完了後の 
増加能力

総額 既支払額 着手 完了

日揮化学（株）
新潟事業所
（新潟県新
潟市）

触媒・化成
品事業

還元設備
増強

302 180 借入
平成17
年2月

平成17
年10月

610t/年

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容
投資価額
(百万円)

完了年月
完了後の
増加能力

日揮化学（株)
新潟事業所
（新潟県新
潟市）

触媒・化成品事業 硫化設備増強 39 平成17年6月 218t/年



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

  

種類 会社が発行する株式の総数 (株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数 (株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数 （株） 
(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 259,052,929 259,052,929
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社株
式における標準となる株式

計 259,052,929 259,052,929 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年4月 1日～ 
平成17年9月30日

― 259,052 ― 23,511 ― 25,578



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注） １ 当社は自己株式5,089千株（1.96%）を保有している。 

 ２ ドイツ銀行ロンドン支店ほか６社が連名により平成17年７月15日付で大量保有報告書を提出しているが、

  当社としては当中間会計期間末における実質所有株式数の確認ができないため、上記の大株主の状況には 

  含めていない。なお、当該変更報告書の内容は次のとおりである。  

 
 ３ フィデリティ投信株式会社が平成17年７月15日付で大量保有報告書をを提出しているが、当社としては 

 当中間会計期間末における実質所有株式数の確認ができないため、上記の大株主の状況には含めていな

い。なお、当該変更報告書の内容は次のとおりである。    

 
 ４ 株式会社ＵＦＪ銀行ほか５社が連名により平成17年８月11日付で大量保有報告書の変更報告書（No.1） 

 を提出しているが、当社としては当中間会計期間末における実質所有株式数の確認ができないため、上記 

 の大株主の状況は株主名簿によっている。なお、当該変更報告書の内容は次のとおりである。 

 
  ５ モルガン信託銀行株式会社ほか５社が連名により平成17年９月１4日付で大量保有報告書の変更報告書  

 (No.1）を提出しているが、当社としては当中間会計期間末における実質所有株式数の確認ができないた 

 め、上記の大株主の状況には含めていない。なお、当該変更報告書の内容は次のとおりである。    

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 （信託口）

東京都港区浜松町２-11-３ 28,663 11.06 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 （信託口） 

東京都中央区晴海１-８-11 22,120 8.53 

日揮商事株式会社 
神奈川県横浜市西区みなとみらい２-３-
１ 

12,112 4.67 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１-１-２ 11,000 4.24 

財団法人実吉奨学会 
東京都千代田区大手町２-２-１新大手町
ビル６階 

8,433 3.25 

株式会社みずほコーポレート銀
行 （常任代理人 資産管理サ
ービス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内１-３-３ （東京
都中央区晴海１-８-12晴海アイランドト
リトンスクエアオフィスタワーZ棟） 

7,000 2.70 

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインク（常任代理人 モ
ルガン・スタンレー証券会社東
京支店） 

1585 ブロードウェイ ニューヨーク
ニューヨーク 10036 アメリカ合衆国
（東京都渋谷区恵比寿４‐20‐３恵比寿
ガーデンプレイスタワー） 

6,159 2.37 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３-21-24 3,965 1.53 

オーエム04エスエスビークライ
アントオムニバス（常任代理人 
株式会社三井住友銀行資金証券
サービス部） 

338ピット ストリート シドニー NSW
2000 オーストラリア （東京都千代田
区丸の内１‐３‐２） 

3,740 1.44 

資産管理サービス信託銀行株式
会社 （信託Ｂ口） 

東京都中央区晴海１-８-12晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟 

3,254 1.25 

計 ― 106,447 41.09 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ドイツ銀行ロンドン支店ほか６
社 

ウィンチェスターハウス、１ グレート
ウィンチェスターストリート、ロンドン
EC2N2DB、英国 

14,530 5.61 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門４－３－１城山ＪＴト
ラストタワー 

15,881 6.13 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社ＵＦＪ銀行ほか５名 名古屋市中区錦３－21－24 13,411 5.18 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

モルガン信託銀行株式会社ほか
５名 

東京都港区赤坂５－２－20赤坂パークビ
ルヂング 

6,655 2.57 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 

 それぞれ2,000株(議決権２個)および690株含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式および相互保有株式が次のとおり含まれている。

自己株式             343株 

相互保有株式 日本工業洗浄㈱   564株 

共同写真㈱     200株 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が3,000株(議決権３個)あ

る。なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式に含まれてい

る。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式
5,086,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

(相互保有株式)
普通株式

15,000
― 同上

完全議決権株式(その他)
普通株式
251,901,000 

251,901 同上

単元未満株式
普通株式
2,050,929 

― 同上

発行済株式総数 259,052,929 ― ―

総株主の議決権 ― 251,901 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

日揮㈱
東京都千代田区大手町 
２－２－１

5,086,000 - 5,086,000 1.96 

(相互保有株式)

日本工業洗浄㈱
神奈川県横浜市港南区 
最戸１－13－10

3,000 - 3,000 0.00 

共同写真㈱
神奈川県横浜市港南区 
最戸１－13－10

12,000 - 12,000 0.00 

計 ― 5,101,000 - 5,101,000 1.96 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの異動は次のとおりである。 

 
  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,223 1,236 1,377 1,405 1,530 2,090 

最低(円) 1,025 1,025 1,188 1,306 1,332 1,493 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 
（エネルギープロジェクト統括本部長

代行） 

取締役
（エンジニアリング本部長兼エンジニ
アリング本部次世代エンジニアリング

推進室長） 

牧野幸博 平成17年7月1日 

取締役 
（エンジニアリング本部長 ） 

取締役
（エネルギープロジェクト統括本部エ

ネルギープラント本部長） 
山﨑裕 平成17年7月1日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府

令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第

５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)および当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務

諸表ならびに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)および当中間会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受

けている。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 現金預金 71,921 69,889 55,940

 受取手形・完成工
事未収入金等

56,364 62,762 65,057

 有価証券 15,018 6,998 12,984

 未成工事支出金 90,383 68,961 74,367

 その他たな卸資産 5,671 6,603 5,582

 繰延税金資産 3,582 5,170 5,499

 未収入金 5,558 10,961 9,287

 その他流動資産 8,172 5,601 6,571

 貸倒引当金 △3,469 △3,369 △3,480

 流動資産合計 253,203 64.3 233,579 62.2 231,810 63.1

Ⅱ 固定資産

１有形固定資産 ※１

 建物・構築物 ※２ 32,910 31,775 32,373

 土地 ※２ 26,692 26,378 26,422

 その他有形固定 
 資産

※２ 6,763 7,804 7,091

有形固定資産合
計

66,366 65,957 65,887

２無形固定資産

 連結調整勘定 4,008 3,229 3,633

 ソフトウェア 3,806 3,283 3,586

 その他無形固定 
 資産

111 110 110

無形固定資産合
計

7,926 6,623 7,330

３投資その他の資産

 投資有価証券 32,987 44,556 35,621

 長期貸付金 24,440 24,856 23,651

 繰延税金資産 12,529 5,299 8,131

再評価に係る 
繰延税金資産

1,061 ― ―

 その他投資等 3,098 2,329 2,613

 貸倒引当金 △7,933 △7,803 △7,608

投資その他の資
産合計

66,184 69,237 62,409

 固定資産合計 140,476 35.7 141,818 37.8 135,627 36.9

 資産合計 393,679 100.0 375,397 100.0 367,437 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 支払手形・ 
 工事未払金等

59,847 75,312 61,614 

 短期借入金 ※２ 1,186 1,221 552 

 未払金 9,554 8,390 6,860 

 未払法人税等 2,291 2,999 2,217 

 未成工事受入金 119,130 72,511 91,600 

 完成工事補償引当 
 金

1,821 1,906 1,880 

  工事損失引当金 ― 1,568 2,074

 賞与引当金 3,402 3,703 4,748 

 その他流動負債 3,656 3,385 3,516 

流動負債合計 200,890 51.0 170,998 45.5 175,065 47.7 

Ⅱ 固定負債

 長期借入金 ※２ 15,924 15,638 15,711 

 退職給付引当金 22,792 16,245 16,252 

 役員退職慰労引当 
 金

338 415 385

 連結調整勘定 215 246 212 

 繰延税金負債 252 56 63 

 再評価に係る繰延 
 税金負債

― 3,787 3,798

 その他固定負債 ※２ 4,428 4,492 4,491 

固定負債合計 43,950 11.2 40,882 10.9 40,916 11.1 

 負債合計 244,841 62.2 211,880 56.4 215,981 58.8

（少数株主持分）

 少数株主持分 231 0.1 256 0.1 300 0.1 

（資本の部）

Ⅰ 資本金 23,511 6.0 23,511 6.3 23,511 6.4 

Ⅱ 資本剰余金 25,579 6.5 25,581 6.8 25,580 6.9 

Ⅲ 利益剰余金 99,079 25.1 112,380 29.9 105,395 28.7 

Ⅳ 土地再評価差額金 △1,870 △0.5 △6,582 △1.7 △6,732 △1.8

Ⅴ その他有価証券 
    評価差額金

6,342 1.6 12,480 3.3 7,284 2.0 

Ⅵ 為替換算調整勘定 △509 △0.1 △406 △0.1 △285 △0.1

Ⅶ 自己株式 △3,526 △0.9 △3,703 △1.0 △3,598 △1.0

 資本合計 148,606 37.7 163,260 43.5 151,155 41.1 

 負債、少数株 
 主持分及び資 
 本合計

393,679 100.0 375,397 100.0 367,437 100.0 

 



② 【中間連結損益計算書】 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 181,779 100.0 250,291 100.0 435,197 100.0

Ⅱ 売上原価 169,543 93.3 232,717 93.0 406,902 93.5 

  売上総利益 12,235 6.7 17,573 7.0 28,295 6.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 7,277 4.0 7,660 3.0 15,075 3.5 

  営業利益 4,958 2.7 9,913 4.0 13,220 3.0 

Ⅳ 営業外収益

  受取利息 493 648 1,071 

  受取配当金 506 607 642 

  為替差益 737 1,126 ―

  固定資産賃貸収入 344 374 681 

  連結調整勘定償却額 30 30 60 

  持分法による投資利益 669 796 1,359 

  雑収入 130 2,912 1.6 238 3,822 1.5 351 4,166 1.0 

Ⅴ 営業外費用

  支払利息 161 154 348 

  為替差損 ― ― 382 

  貸倒引当金繰入額 ― 291 ―

  固定資産賃貸原価 178 227 391 

  財務調査費用 ― 98 ―

  雑支出 52 393 0.2 210 981 0.4 262 1,386 0.3 

 経常利益 7,477 4.1 12,753 5.1 16,001 3.7 

Ⅵ 特別利益

  固定資産売却益 ※２ 20 0 44 

  投資有価証券売却益 66 177 1,591 

  貸倒引当金取崩益 121 143 90 

  厚生年金基金代 
  行部分返上益

3,679 171 3,668 

  退職給付引当金取崩益 ― 295 ―

  その他特別利益 38 3,925 2.1 15 803 0.3 88 5,484 1.3 

Ⅶ 特別損失

  固定資産売却損 ※３ 36 ― 35 

  固定資産除却損 ※４ 18 39 102 

  投資有価証券評価損 23 9 23 

  関係会社株式評価損 ― ― 200 

  固定資産評価損 ※５ ― ― 25 

  減損損失 ※６ ― 23 ―

  退職給付会計基 
  準変更時差異一 
  活償却額

3,357 ― 3,357 

  その他特別損失 56 3,491 1.9 10 82 0.0 60 3,803 0.9 

  税金等調整前中間 
  （当期）純利益

7,911 4.3 13,474 5.4 17,681 4.1 

  法人税、住民税 
  及び事業税

2,930 3,746 4,563 

  法人税等調整額 △534 2,396 1.3 186 3,932 1.6 1,219 5,783 1.3 

  少数株主利益 243 0.1 82 0.0 313 0.1 

  中間（当期）純利益 5,271 2.9 9,458 3.8 11,585 2.7 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 25,578 25,580 25,578

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 0 0 0 0 1 1

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

25,579 25,581 25,580

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 96,029 105,395 96,029

Ⅱ 利益剰余金増加高

  １ 中間(当期)純利益 5,271 9,458 11,585

 ２ 土地再評価差額金取崩額 ― 5,271 ― 9,458 1 11,587

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 2,033 2,159 2,033

 ２ 役員賞与 187 164 187

 ３ 土地再評価差額金取崩額 ― 2,220 150 2,473 ― 2,220

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

99,079 112,380 105,395



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

  税金等調整前
中間(当期)純利益

7,911 13,474 17,681

  減価償却費 2,257 2,349 4,572

    減損損失 ― 23 ―

 連結調整勘定償却額 △ 30 373 342

 貸倒引当金 
 の増加・減少（△）額

△ 176 103 △ 178

     工事損失引当金 
    の増加・減少（△）額

― △ 505 2,074

 退職給付引当金 
 の増加・減少（△）額

1,474 164 △ 5,075

 受取利息及び受取配当金 △ 999 △ 1,255 △ 1,714

 支払利息 161 154 348

  持分法による
投資損失・利益（△）

△ 669 △ 796 △ 1,359

 固定資産売却益 △ 20 △ 0 △ 44

 投資有価証券売却益 △ 66 △ 177 △ 1,591

 投資有価証券評価損 23 9 23

 固定資産売却損 36 ― 35

 固定資産除却損 18 39 102

 関係会社株式評価損 ― ― 200

 固定資産評価損 ― ― 25

 売上債権 
 の減少・増加（△）額

3,010 2,271 △ 5,652

たな卸資産
 の減少・増加（△）額

△ 40,869 4,377 △ 24,757

未収入金 
の減少・増加（△）額

△ 875 △ 1,674 △ 4,603

 仕入債務 
 の増加・減少（△）額

2,587 13,706 4,334

 未成工事受入金 
 の増加・減少（△）額

26,532 △ 19,089 △ 997

 厚生年金基金代行部分 
 返上益

△ 3,679 △ 171 △ 3,668

 退職給付会計基準変更時 
 差異一括償却額

3,357 ― 3,357

 その他 △ 708 △ 691 989

小計 △ 725 12,683 △ 15,555

 利息及び配当金の受取額 1,576 2,576 3,934

 利息の支払額 △ 125 △ 153 △ 350

 法人税等の支払額 △ 3,058 △ 3,279 △ 4,876

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△ 2,332 11,827 △ 16,848



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

 有形固定資産
の取得による支出

△1,272 △1,748 △3,458

 有形固定資産
の売却による収入

55 28 429

 無形固定資産 
 の取得による支出

△512 △242 △855

 投資有価証券
の取得による支出

△8,395 △540 △11,004

 投資有価証券
の売却による収入

294 378 3,196

 短期貸付金 
 の減少・増加（△）額

39 131 △33

 長期貸付けによる支出 △12 ― △12

 長期貸付金
 の回収による収入

270 25 282

 その他 633 279 799

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△8,899 △1,688 △10,656

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

  短期借入金
の増加・減少（△）額

△94 683 △492

  長期借入れによる収入 2 ― 2

  長期借入金の
返済による支出

△263 △88 △711

  配当金の支払額 △2,030 △2,156 △2,032

  少数株主への
配当金の支払額

△106 △21 △106

  自己株式の購入による支出 △45 △104 △116

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△2,537 △1,688 △3,456

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

722 △487 △100

Ⅴ 現金及び現金同等物
の増加・減少（△）額

△13,047 7,963 △31,061

Ⅵ 現金及び現金同等物
期首残高

99,987 68,925 99,987

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

― ― ―

Ⅷ 現金及び現金同等物
中間期末(期末)残高

※１ 86,939 76,888 68,925



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数および

主要な連結子会社の名

称

  連結子会社数  14社

 主要な連結子会社名

は、次のとおりであ

る。

触媒化成工業㈱

日揮化学㈱

JGC Singapore 

Pte.Ltd.

(1) 連結子会社の数および

主要な連結子会社の名

称

  連結子会社数  13社

 主要な連結子会社名

は、次のとおりであ

る。

同左

(1) 連結子会社の数および

主要な連結子会社の名

称

  連結子会社数  13社

 主要な連結子会社名

は、次のとおりであ

る。

  同左

 従来、連結子会社で

あった日揮情報テクノ

ロジー㈱については当

連結会計年度に清算を

完了しているが、清算

時までの損益計算書に

ついては連結してい

る。 

(2) 主要な非連結子会社の

名称

P.T.PERTAFENIKKI

Engineering

JGC PHILIPPINES,INC.

(2) 主要な非連結子会社の

名称

同左

(2) 主要な非連結子会社の

名称

同左

(連結の範囲から除い

た理由) 

 非連結子会社は、い

ずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、中間純損益(持

分に見合う額)および

利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼして

いないため。

(連結の範囲から除い

た理由)

同左

(連結の範囲から除い

た理由) 

 非連結子会社は、い

ずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、当期純損益(持

分に見合う額)および

利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていな

いため。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

２ 持分法の適用に関

する事項

 非連結子会社と関連会社

に対する投資額について

は、小規模会社を除き、持

分法を適用している。

同左 同左

持分法適用会社数

非連結子会社 ０社

関連会社   ２社

 持分法適用の関連会社名

は、次のとおりである。

 日揮ユニバーサル㈱
 M.W.Kellogg Ltd.

持分法適用会社数

非連結子会社 ０社

関連会社   ２社

 持分法適用の関連会社名

は、次のとおりである。

同左

持分法適用会社数

非連結子会社 ０社

関連会社   ２社

 持分法適用の関連会社名

は、次のとおりである。

同左

 持分法非適用の主要な非

連結子会社名および関連会

社名は、次のとおりであ

る。

 持分法非適用の主要な非

連結子会社名

P.T.PERTAFENIKKI

Engineering

JGC PHILIPPINES,INC.

 持分法非適用の主要な非

連結子会社名および関連会

社名は、次のとおりであ

る。

 持分法非適用の主要な非

連結子会社名

同左

 持分法非適用の主要な非

連結子会社名および関連会

社名は、次のとおりであ

る。

 持分法非適用の主要な非

連結子会社名

同左

 持分法非適用の主要な関

連会社名

㈱横浜テレビ局

 持分法非適用の主要な関

連会社名

同左

 持分法非適用の主要な関

連会社名

同左

(持分法を適用しない理

由) 

 上記の持分法非適用の

非連結子会社および関連

会社は、それぞれ中間純

損益および利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重

要性がないため持分法の

適用から除外している。

(持分法を適用しない理

由)

同左

(持分法を適用しない理

由)

 上記の持分法非適用の

非連結子会社および関連

会社は、それぞれ当期純

損益および利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重

要性がないため持分法の

適用から除外している。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

 連結子会社 

日揮情報テクノロジー㈱ 

日揮情報ソフトウェア㈱ 

JGC  Corporation  Europe 

B.V. 

JGC Dordtse Engineering 

B.V. 

JGC Singapore Pte. Ltd. 

の中間決算日は６月30日で

ある。中間連結財務諸表の

作成に当たっては同中間決

算日現在の中間財務諸表を

使用している。ただし、７

月１日から中間連結決算日

９月30日までの期間に発生

した重要な取引については

連結上必要な調整を行って

いる。

 連結子会社 

JGC  Corporation  Europe 

B.V. 

JGC Dordtse Engineering 

B.V. 

JGC Singapore Pte. Ltd. 

の中間決算日は６月30日で

ある。中間連結財務諸表の

作成に当たっては同中間決

算日現在の中間財務諸表を

使用している。ただし、７

月１日から中間連結決算日

９月30日までの期間に発生

した重要な取引については

連結上必要な調整を行って

いる。

 連結子会社 

JGC  Corporation  Europe 

B.V. 

JGC Dordtse Engineering 

B.V. 

JGC Singapore Pte. Ltd. 

の決算日は12月31日であ

る。連結財務諸表の作成に

当たっては同決算日現在の

財務諸表を使用している。

ただし、１月１日から連結

決算日３月31日までの期間

に発生した重要な取引につ

いては連結上必要な調整を

行っている。 

 連結子会社日揮情報ソフ

トウェア㈱の決算日は従来

12月31日であったが、３月

31日に変更したため、平成

16年１月１日から平成17年

３月31日までの15ヶ月の決

算数値を使用している。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評

価基準および評

価方法

(1)有価証券の評価基準お

よび評価方法

  その他有価証券

   時価のあるもの

中間期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

(1)有価証券の評価基準お

よび評価方法

同左

(1)有価証券の評価基準お

よび評価方法

  その他有価証券

   時価のあるもの

期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法に

より算定)

   時価のないもの

移動平均法による

原価法

(2)デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

（および債務）

時価法

(2)デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

（および債務）

同左

   時価のないもの

移動平均法による

原価法

(2)デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

（および債務）

同左

(3)たな卸資産の評価基準

および評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法

その他のたな卸資産

移動平均法による原

価法（ただし、連結

子会社のうち一部は

移動平均法による低

価法）

(3)たな卸資産の評価基準

および評価方法

同左

(3)たな卸資産の評価基準

および評価方法

同左



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産

 事業用建物については

主として定額法を、それ

以外は主として定率法に

よっている。

 なお、耐用年数および

残存価額については、法

人税法に規定する方法と

同一の基準によってい

る。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

 定額法によっている。

 ただし、自社利用のソ

フトウェアについては、

社内における利用可能見

込期間(５年ないし８年)

に基づく定額法によって

いる。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

 定額法によっている。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

(3) 重要な引当金の

計上基準

(1)貸倒引当金

 完成工事未収入金等債

権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上して

いる。

(1)貸倒引当金

同左

(1)貸倒引当金

同左

(2)完成工事補償引当金

 完成工事高として計上

した工事に係るかし担保

責任に備えるために過去

の経験割合に基づく一定

の算定基準により計上し

ている。

(2)完成工事補償引当金

同左

(2)完成工事補償引当金

同左

――――― (3)工事損失引当金

 受注工事の損失に備え

るため、当中間連結会計

期間末の未引渡工事のう

ち、損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合

理的に見積ることができ

る工事について、当中間

連結会計期間以降に発生

が見込まれる損失を引当

計上している。

(3)工事損失引当金

 受注工事の損失に備え

るため、当連結会計年度

末の未引渡工事のうち、

損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的

に見積ることができる工

事について、翌連結会計

年度以降に発生が見込ま

れる損失を引当計上して

いる。

(3)賞与引当金

 従業員に支給すべき賞

与の支払に備えて、将来

の支給見込額のうち当中

間連結会計期間の負担額

を計上している。

(4)賞与引当金

同左

(4)賞与引当金

 従業員に支給すべき賞

与の支払に備えて、将来

の支給見込額のうち当連

結会計年度の負担額を計

上している。



 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4)退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務および年金資産の見込

額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上している。

（会計処理方法の変更）

 従来、当社および連結

子会社１社は、会計基準

変更時差異（退職給付信

託設定による一時費用処

理後金額11,404百万円)

については、償却期間を

15年とする按分額を費用

処理していたが、当中間

連結会計期間において一

括費用処理する方法に変

更した。

 この変更は、当中間連

結会計期間において、厚

生年金基金代行部分返上

に係る会計処理を行った

ことにより未認識債務の

会計基準変更時差異の相

当部分が消滅したことお

よび代行返上後に厚生年

金基金を解散し大幅な退

職年金制度の改定が行わ

れ、退職給付会計基準適

用時における状況に大幅

な変化が生じたことから

財務体質の健全化を図る

ために行ったものであ

り、厚生年金基金の代行

部分返上にかかる会計処

理後の残額3,357百万円

を特別損失「退職給付会

計基準変更時差異一括償

却額」として計上してい

る。

(5)退職給付引当金

同左

―――――

(5)退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務および年金資産の見込

額に基づき、当連結会計

年度末において発生して

いると認められる額を計

上している。

（会計処理方法の変更）

 従来、当社および連結

子会社１社は、会計基準

変更時差異（退職給付信

託設定による一時費用処

理後金額11,404百万円)

については、償却期間を

15年とする按分額を費用

処理していたが、当連結

会計年度において一括費

用処理する方法に変更し

た。

 この変更は、当連結会

計年度において、厚生年

金基金代行部分返上に係

る会計処理を行ったこと

により未認識債務の会計

基準変更時差異の相当部

分が消滅したことおよび

代行返上後に厚生年金基

金を解散し大幅な退職年

金制度の改定が行われ、

退職給付会計基準適用時

における状況に大幅な変

化が生じたことから、財

務体質の健全化を図るた

めに行ったものであり、

厚生年金基金の代行部分

返上にかかる会計処理後

の残額3,357百万円を特

別損失に「退職給付会計

基準変更時差異一括償却

額」として計上してい

る。

 



 
  

項目

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)

 その結果、従来の方法

によった場合と比較して

売上総利益は194百万

円、営業利益および経常

利益は268百万円それぞ

れ多く、税金等調整前中

間純利益は3,316百万円

少なく計上されている。

 セグメント情報に与

える影響は、当該箇所

に記載している。

 なお、一部の連結子

会社は、従来とおり会

計基準変更時差異（退

職給付信託設定による

一時費用処理後金額658

百万円)について、償却

期間を15年とする按分

額を費用処理してい

る。

 その結果、従来の方法

によった場合と比較し

て、売上総利益は329百

万円、営業利益および経

常利益はそれぞれ437百

万円多く、税金等調整前

当期純利益は3,247百万

円少なく計上されてい

る。

 なお、一部の連結子

会社は、従来とおり会

計基準変更時差異（退

職給付信託設定による

一時費用処理後金額658

百万円)について、償却

期間を15年とする按分

額を費用処理してい

る。

 セグメント情報に与

える影響は、当該箇所

に記載している。

 数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定

率法によりその発生した

翌期から費用処理するこ

ととしている。

 過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(15年)による定額法

により費用処理すること

としている。

 なお、一部の連結子会

社では会計基準変更時差

異、数理計算上の差異お

よび過去勤務債務をすべ

て発生時に費用処理して

いる。

同左 同左

(5)役員退職慰労引当金

 役員および理事の退職

慰労金の支払に備えて、

内規に基づく中間期末要

支給額を計上している。

 なお、当社において

は、平成16年６月29日の

株主総会において役員退

職慰労金制度の廃止に伴

う打ち切り支給を決定し

たことにより、その残高

を取り崩している。

(6)役員退職慰労引当金

同左

―――――

(6)役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支

払に備えて、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ている。

 なお、当社において

は、平成16年６月29日の

株主総会において役員退

職慰労金制度の廃止に伴

う打ち切り支給を決定し

たことにより、その残高

を取り崩している。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4) 重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。

同左 同左

(5) 重要なヘッジ会

計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

 外貨建金銭債権債務お

よび外貨建予定取引に係

るヘッジ会計は、振当処

理の要件を満たすものは

振当処理により、それ以

外のものは繰延ヘッジ処

理によっている。

 また、金利スワップ取

引のヘッジ会計は、特例

処理によっている。

(1)ヘッジ会計の方法

 外貨建金銭債権債務お

よび外貨建予定取引に係

るヘッジ会計は、振当処

理の要件を満たすものは

振当処理により、それ以

外のものは繰延ヘッジ処

理によっている。

 また、金利スワップ取

引については金融商品に

係る会計基準に定める特

例処理によっている。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(2)ヘッジ手段およびヘッ

ジ対象

 外貨建金銭債権債務お

よび外貨建予定取引の為

替変動リスクをヘッジす

るため為替予約取引、通

貨スワップ取引および通

貨オプション取引を利用

している。

 また、借入金等の金利

変動リスクをヘッジする

ため金利スワップ取引を

利用している。

(2)ヘッジ手段およびヘッ

ジ対象

同左

(2)ヘッジ手段およびヘッ

ジ対象

同左

(3)ヘッジ方針

 ヘッジ会計を適用して

いる会社においては、デ

リバティブ取引に係る社

内運用規定を設け、その

運用基準、取引権限、取

引限度額に従って取引の

実行および管理を行って

おり、ヘッジ会計を適用

する際のヘッジ対象の識

別は、取引の都度、行っ

ている。

(3)ヘッジ方針

同左

(3)ヘッジ方針

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4)ヘッジ有効性評価の方

法

 ヘッジ有効性評価は、

原則として年２回、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段双方

の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計

額を基礎に行っている。

 ただし、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の資産・負債

または予定取引に関する

重要な条件が同一である

場合には、ヘッジ有効性

評価を省略している。

(4)ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4)ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(6) その他(中間)連

結財務諸表作成

のための基本と

なる重要な事項

(1)完成工事高計上基準

 完成工事高の計上は、

工事については工事完成

基準により収益を計上し

ているが、長期大型工事

(工事期間が24ヵ月を超

え、かつ、契約時受注金

額が50億円を超える長期

大型工事(ただし、工事

期間が36ヵ月を超え、か

つ、契約時受注金額が30

億円を超える工事を含

む。))については、工事

進行基準により収益を計

上している。

(1)完成工事高計上基準

同左

(1)完成工事高計上基準

同左

 なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は、

135,528百万円である。

 なお、当該工事進行基

準による完成工事高は、 

161,082百万円である。

 なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は、 

291,593百万円である。

(2)消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理

は、税抜方式によってい

る。

(2)消費税等の会計処理

同左

(2)消費税等の会計処理

同左

５ (中間)連結キャッ

シュ・フロー計算

書における資金の

範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなる。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなる。



会計処理方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会  平成14年８月９

日））および「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用している。 

 これにより税金等調整前中間純

利益が23百万円減少している。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき当該資産の金額から直

接控除している。

――――――



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

（中間連結損益計算書） 

 「固定資産賃貸原価」は、前中間連結会計期間まで

「雑支出」に含めて表示していたが、当中間連結会計期

間から区分表示することとした。 

 なお、前中間連結会計期間末の「固定資産賃貸原価」

は143百万円である。

――――――

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（退職給付引当金） 

 当社および連結子会社１社は、確

定給付企業年金法の施行に伴い、厚

生年金基金の代行部分について、平

成16年10月１日に厚生労働大臣から

過去分返上の認可を受けた。 

 当該厚生年金基金の代行返上は、

新退職年金制度への移行の一環とし

て実施されたものであるため、退職

給付制度間の移行の処理と合わせ、

当中間連結会計期間に会計処理を行

っている。 

 当中間連結会計期間における損益

に与えている影響額は特別利益とし

て、3,679百万円計上されている。

―――――― （退職給付引当金） 

 当社および連結子会社１社は、確

定給付企業年金法の施行に伴い、厚

生年金基金の代行部分について、平

成16年10月１日に厚生労働大臣から

過去分返上の認可を受けた。当連結

会計年度における損益に与えている

影響額は特別利益として3,668百万

円計上されている。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

   額 46,542百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

   額 48,269百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

  額 46,836百万円

 

※２ 担保資産

 下記の資産は長期借入金(533百

万円)、１年以内に返済する長期

借入金(97百万円)および長期預り

金(4,110百万円)の担保に供して

いる。

科目 金額(百万円)

建物・構築物 4,261 (1,065)

その他 
有形固定資産

2,703 (2,685)

土地 5,070 (791)

計 12,036 (4,542)

 「金額」の( )内は、工場財団

抵当に供しているもので内数であ

る。

 

※２ 担保資産

 下記の資産は長期借入金(436百

万円)、１年以内に返済する長期

借入金(97百万円)および長期預り

金(4,110百万円)の担保に供して

いる。

科目 金額(百万円)

建物・構築物 4,075 (1,027)

その他 
有形固定資産

2,691 (2,676)

土地 5,070 (791)

計 11,838 (4,495)

 「金額」の( )内は、工場財団

抵当に供しているもので内数であ

る。

 

※２ 担保資産

 下記の資産は長期借入金(485百

万円)、１年以内に返済する長期

借入金(97百万円)および長期預り

金(4,110百万円)の担保に供して

いる。

科目 金額(百万円)

建物・構築物 4,160 (1,039)

その他
有形固定資産

2,523 (2,506)

土地 5,070 (791)

計 11,754 (4,337)

 「金額」の( )内は、工場財団

抵当に供しているもので内数であ

る。

 

 ３ 偶発債務

(1)他社の金融機関からの借入金

等に対して次のとおり保証を行

っている。

会社名 金額(百万円)

JGC 
PHILIPPINES,INC.

1,443

(13,000千US$)
㈱ジーティーエフ
研究所

1,129

JTS  Contracting 
Company

371

(2,713千EUR)
M.W.Kellogg Ltd. 337

(1,687千£.Stg)
ソナトラック社 328

その他６社 

(このうち外貨建

保証額)

344

(1,134千US$)

(1,259千EUR)

(24,245千DA)

(0千£.Stg)

計 3,956

なお、上記保証債務には、複数の

保証人がいる連帯保証が含まれて

いるが、それら連帯保証人の支払

能力が十分であることおよび自己

の負担割合が明記されていること

から、自己の保証額を記載してい

る。

 

 ３ 偶発債務

(1)他社の金融機関からの借入金

等に対して次のとおり保証を行

っている。

会社名 金額(百万円)

Asia  Gulf  Power 
Holding  Company 
Limited

4,401

(31,632千US$)

(26,589千AED)
㈱ジーティーエフ
研究所

2,040

JGC 
PHILIPPINES,INC.

1,471

(13,000千US$)

Saudi Arabian 

Oil Company/ 

Sumitomo 

Chemical Co.,Ltd

860

(7,601千US$)

M.W.Kellogg Ltd. 335
(1,687 千£.Stg)

その他７社 

(このうち外貨建

保証額)

1,193

(6,555千US$)

(2,183千EUR)

(28,490千DA)

計 10,302

なお、上記保証債務には、複数の

保証人がいる連帯保証が含まれて

いるが、それら連帯保証人の支払

能力が十分であることおよび自己

の負担割合が明記されていること

から、自己の保証額を記載してい

る。

 

 ３ 偶発債務

(1)他社の金融機関からの借入金

等に対して次のとおり保証を行

っている。

会社名 金額(百万円)

㈱ジーティーエフ
研究所

1,554

JGC 
PHILIPPINES,INC.

1,396
(13,000千US$)

Asia  Gulf  Power 
Holding  Company 
Limited

778
(26,589千AED)

JTS  Contracting 
Company

545
(3,928千EUR)

M.W.Kellogg Ltd. 340
(1,687千£.Stg)

その他６社 

(このうち外貨建

保証額)

745

(3,056千US$)

(5,037千DA)

(1,375千EUR)

計 5,361

なお、上記保証債務には、複数の

保証人がいる連帯保証が含まれて

いるが、それら連帯保証人の支払

能力が十分であることおよび自己

の負担割合が明記されていること

から、自己の保証額を記載してい

る。

(US$ ：米ドル 

 EUR ：ユーロ 

DA ：アルジェリアディナール  

AED：UAEディルハム) 

 £.stg：イギリスポンド 



 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

(2)従業員の住宅資金などの金融

機関からの借入債務に対して保

証を行っている。

42百万円

(2)従業員の住宅資金などの金融

機関からの借入債務に対して保

証を行っている。

37百万円

(2)従業員の住宅資金などの金融

機関からの借入債務に対して保

証を行っている。

43百万円

(3)社債の信託型デットアサンプ

ション契約(債務履行引受契約)

に係る偶発債務

第３回 
無担保社債

11,900百万円

    ―――――― (3)社債の信託型デットアサンプ

ション契約(債務履行引受契約)

に係る偶発債務

第３回
無担保社債

11,900百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額は、次

のとおりである。

給料手当 1,603百万円

賞与引当金繰入額 468

退職給付費用 421

役員退職慰労 
引当金繰入額

97

通信交通費 549

減価償却費 203

研究開発費 1,604

貸倒引当金繰入額 10

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額は、次

のとおりである。

給料手当 1,525百万円

賞与引当金繰入額 405

退職給付費用 310

役員退職慰労 
引当金繰入額

51

通信交通費 523

減価償却費 323

研究開発費 1,433

貸倒引当金繰入額 10

連結調整勘定償却額 403

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額は、次

のとおりである。

給料手当 3,365百万円

賞与引当金繰入額 838

退職給付費用 723

役員退職慰労
引当金繰入額

141

通信交通費 1,001

減価償却費 482

研究開発費 3,053

貸倒引当金繰入額 37

連結調整勘定償却額 403

 

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。

土地 18百万円

その他有形固定資産 1

計 20百万円  

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。

機械・運搬具・工具
器具備品 0百万円

 

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。

機械・運搬具・工具
器具備品

2百万円

土地 42

計 44百万円

 

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりである。

土地 36百万円

※３ 

―――――

 

※３ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりである。

機械・運搬具・工具
器具備品

0百万円

土地 35

計 35百万円

 

※４ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりである。

建物・構築物 2百万円

その他有形固定資産 16

計 18百万円
 

※４ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりである。

建物・構築物 0百万円

その他有形固定資産 38

計 39百万円

 

※４ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりである。

建物・構築物 24百万円

機械・運搬具・工具
器具備品

70

ソフトウェア 7

計 102百万円

※５

―――――

※５

―――――

 

※５ 固定資産評価損は、売買契約

による売却損失見込額であ

り、内訳は次のとおりであ

る。

土地 25百万円



次へ 

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※６

―――――

 

※６ 当社グループは、事業用資産

について、事業の種類別セグ

メントを基礎に資産をグルー

ピングしており、遊休資産に

ついては、個々の資産単位で

区分している。 

当中間連結会計期間におい

て、遊休資産のうち市場価格

の下落等により回収可能価額

が帳簿価額を下回るものにつ

いて、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し当該減少額を減

損損失（23百万円）として特

別損失に計上している。な

お、回収可能価額については

正味売却価額を使用し、固定

資産税評価額を基に算出して

いる。 

当中間連結会計期間に計上し

た減損損失の内訳は以下のと

おりである。

用途 種類 場所 減損損失金額

遊休資産土地山梨県 12百万円

遊休資産 土地福岡県 10

計 23百万円

※６

―――――



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物中間期末

残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額と

の関係

現金預金勘定 71,921百万円

有価証券勘定 15,018

現金及び現金同等物 86,939百万円

※１ 現金及び現金同等物中間期末

残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額と

の関係

現金預金勘定 69,889百万円

有価証券勘定 6,998

現金及び現金同等物 76,888百万円  

※１ 現金及び現金同等物期末残高

と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金預金勘定 55,940百万円

有価証券勘定 12,984

現金及び現金同等物 68,925百万円

 

２ 重要な非資金取引の内容

  インドネシア向け化学プラント

建設プロジェクトに係わる

Deferred Payment Agreementの

締結。

長期貸付金の増加額 19,671百万円

完成工事未収入金の 
減少額

12,829

未成工事受入金の 
増加額

6,842

 

――――― ２ 重要な非資金取引の内容

  インドネシア向け化学プラント

建設プロジェクトに係わる

Deferred Payment Agreementの

締結。

長期貸付金の増加額 19,671百万円

完成工事未収入金の 
減少額

12,829

未成工事受入金の
増加額

6,842



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(借手側)

１ リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引

 

①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額および中間期末残高

相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万

円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万

円)

中間 

期末 

残高 

相当額

(百万

円)

機械・ 

運搬 

具・工

具器具

備品

1,660 811 848

その他 11 4 7

合計 1,672 815 856

(注)取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込

み法により算定してい

る。

 

①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額および中間期末残高

相当額

取得 

価額 

相当額

(百万

円)

減価 

償却 

累計額

相当額

(百万

円)

中間 

期末 

残高 

相当額

(百万

円)

機械・ 

運搬 

具・工

具器具

備品

1,704 966 738

その他 11 6 5

合計 1,716 972 743

(注)   同左
 

①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当

額

取得 

価額 

相当額 

(百万

円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万

円)

期末 

残高 

相当額

(百万

円)

機械・ 

運搬 

具・工

具器具

備品

1,749 916 832

その他 11 5 6

合計 1,761 921 839

(注)取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定している。

 

②未経過リース料中間期末

残高相当額

１年内 308百万円

１年超 548

合計 856百万円

(注)未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定している。

 

②未経過リース料中間期末

残高相当額

１年内 294百万円

１年超 448

合計 743百万円

(注)   同左
 

②未経過リース料期末残高

相当額

１年内 323百万円

１年超 516

合計 839百万円

(注)未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ている。

③支払リース料および減価

償却費相当額

支払 
リース料

165百万円

減価償却費 
相当額

165

③支払リース料および減価

償却費相当額

支払
リース料

163百万円

減価償却費
相当額

163

③支払リース料および減価

償却費相当額

支払
リース料

319百万円

減価償却費 
相当額

319

④減価償却費相当額の算定

方法

 リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。

④減価償却費相当額の算定

方法

同左

④減価償却費相当額の算定

方法

同左

２ オペレーティン

グ・リース取引

 

未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 0

合計 1百万円

未経過リース料

１年内 0百万円

１年超 -

合計 0百万円

未経過リース料

１年内 0百万円

１年超 -

合計 0百万円



前へ   次へ 

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(貸手側)

リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引

①リース物件の取得価額、

減価償却累計額および中

間期末残高

取得 

価額 

(百万

円)

減価 

償却 

累計額 

(百万

円)

中間 

期末 

残高 

(百万

円)

機械・ 

運搬 

具・工

具器具

備品

575 264 311

その他 13 5 8

合計 589 270 319

①リース物件の取得価額、

減価償却累計額および中

間期末残高

取得 

価額 

(百万

円)

減価 

償却 

累計額

(百万

円)

中間 

期末 

残高 

(百万

円)

機械・ 

運搬 

具・工

具器具

備品

594 306 287

その他 30 7 22

合計 624 314 310

①リース物件の取得価額、

減価償却累計額および期

末残高

取得 

価額 

(百万

円)

減価 

償却 

累計額 

(百万

円)

期末 

残高 

(百万

円)

機械・ 

運搬 

具・工

具器具

備品

614 313 301

その他 14 6 7

合計 628 319 308

 

②未経過リース料中間期末

残高相当額

１年内 119百万円

１年超 223

合計 342百万円

(注)未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高お

よび見積残存価額の残高

の合計額が、営業債権の

中間期末残高等に占める

割合が低いため、受取利

子込み法により算定して

いる。

 

②未経過リース料中間期末

残高相当額

１年内 116百万円

１年超 212

合計 329百万円

(注)   同左
 

②未経過リース料期末残高

相当額

１年内 116百万円

１年超 215

合計 331百万円

(注)未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リー

ス料期末残高および見積

残存価額の残高の合計額

が、営業債権の期末残高

等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法によ

り算定している。

③受取リース料および減価

償却費

受取 
リース料

62百万円

減価償却費 56

③受取リース料および減価

償却費

受取
リース料

64百万円

減価償却費 60

③受取リース料および減価

償却費

受取
リース料

129百万円

減価償却費 116



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価に比して50％以上下落した銘柄について時価が著しく下落した

と判定し、全て減損処理を行っている。さらに、30％以上50％未満下落の場合には、回復の可能性等を検討の

上、減損処理を行っている。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額 

子会社株式および関連会社株式 

子会社株式             3,022百万円 

関連会社株式            6,785百万円 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く）  2,306百万円 

出資証券               960百万円 

公社債投資信託の受益証券      5,020百万円 

社債                  5百万円 

コマーシャルペーパー        9,997百万円 

  

種類
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 9,943 19,886 9,942

債券 20 20 0

合計 9,963 19,906 9,942



当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価に比して50％以上下落した銘柄について時価が著しく下落した

と判定し、全て減損処理を行っている。さらに、30％以上50％未満下落の場合には、回復の可能性等を検討の

上、減損処理を行っている。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額 

子会社株式および関連会社株式 

子会社株式             3,433百万円 

関連会社株式            7,706百万円 

その他有価証券 

非上場株式             2,310百万円 

出資証券               960百万円 

社債                  5百万円 

コマーシャルペーパー        6,998百万円 

  

種類
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 10,574 30,140 19,565

合計 10,574 30,140 19,565



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比して50％以上下落した銘柄について時価が著しく下落した

と判定し、全て減損処理を行っている。さらに、30％以上50％未満下落の場合には、回復の可能性等を検討の

上、減損処理を行っている。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

子会社株式および関連会社株式 

子会社株式                3,023百万円 

関連会社株式               7,163百万円 

その他有価証券 

非上場株式                2,308百万円 

出資証券                  960百万円 

公社債投資信託の受益証券          1,986百万円 

社債                       5百万円 

コマーシャルペーパー          10,997百万円 

  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 10,719 22,141 11,421

債券 20 20 0

合計 10,739 22,161 11,421



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

 
(注)１．為替予約取引の時価の算定方法は、先物相場によっている。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いている。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

 
(注)１．為替予約取引の時価の算定方法は、先物相場によっている。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いている。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

 
(注)１．為替予約取引の時価の算定方法は、先物相場によっている。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いている。 

  

区分 種類
契約額等 
(百万円)

契約額等のうち
1年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取 
引以外 
の取引

為替予約取引 
 売建 
  米ドル

オプション取引 
 売建 
  プット 
 買建 
  コール

7,782

56

56

―

―

―

8,239

57

46

△457

△1

△10

合計 7,894 ― 8,342 △468

区分 種類
契約額等 
(百万円)

契約額等のうち
1年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取 
引以外 
の取引

為替予約取引 
 売建 
  米ドル

11,204 ― 11,207 △2

合計 11,204 ― 11,207 △2

区分 種類
契約額等 
(百万円)

契約額等のうち
1年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取 
引以外 
の取引

為替予約取引 
 売建 
  米ドル

オプション取引 
 売建 
  プット 
 買建 
  コール

10,540

40

40

―

―

―

10,558

―

17

△18

40

△23

合計 10,621 ― 10,575 △1



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している総合エンジニアリング事業と触媒・化成品事業に区分している。

２ 各事業区分に属する主な内容 

 
３ 会計処理方法の変更 

従来、当社および連結子会社１社は、退職給付会計基準変更時差異（退職給付信託設定による一時費用処

理後金額11,404百万円）について、償却期間を15年とする按分額を費用処理していたが、当中間連結会計

期間において、一括費用処理する方法に変更した。その結果、従来の方法によった場合と比較して、営業

費用が総合エンジニアリング事業で231百万円、触媒・化成品事業で37百万円少なく、営業利益が各事業

で同額多く計上されている。 

  

総合エンジニア
リング事業 
(百万円)

触媒・化成品
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去または全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 170,111 11,667 181,779 ─ 181,779

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

19 5 25 (25) ─

計 170,131 11,673 181,805 (25) 181,779

営業費用 166,131 10,715 176,846 (25) 176,821

営業利益 4,000 957 4,958 (0) 4,958

総合エンジニアリング事業 石油、石油精製、石油化学、ガス、LNG、一般化学、原子力、金属精錬、

バイオ、食品、医薬品、医療、物流、IT、環境保全、公害防止等に関す

る装置、設備および施設の計画、設計、調達、建設および試運転役務な

らびに附帯関連事業

触媒・化成品事業 触媒製品(FCC触媒、水素化処理触媒、脱硝触媒、炭化水素改質装置用触

媒、油脂水素化用触媒および各種石油化学用触媒等)および新機能材料関

連製品(コロイダルシリカ、CRT等表面処理材料・液晶ディスプレイ材

料・半導体材料・情報関連材料・二次電池用正極材ならびに化粧品材料

等の生活関連材料)の製造、販売



当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している総合エンジニアリング事業と触媒・化成品事業に区分している。

２ 各事業区分に属する主な内容 

 
  

総合エンジニア
リング事業 
(百万円)

触媒・化成品
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去または全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 235,476 14,814 250,291 ─ 250,291

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

18 2 20 (20) ─

計 235,495 14,816 250,311 (20) 250,291

営業費用 227,506 12,891 240,398 (20) 240,377

営業利益 7,988 1,924 9,913 (0) 9,913

総合エンジニアリング事業 石油、石油精製、石油化学、ガス、LNG、一般化学、原子力、金属精錬、

バイオ、食品、医薬品、医療、物流、IT、環境保全、公害防止等に関す

る装置、設備および施設の計画、設計、調達、建設および試運転役務な

らびに附帯関連事業

触媒・化成品事業 触媒製品(FCC触媒、水素化処理触媒、脱硝触媒、炭化水素改質装置用触

媒、環境浄化触媒、油脂水素化用触媒および各種石油化学用触媒等)およ

び新機能材料関連製品(コロイダルシリカ、CRT等表面処理材料、液晶デ

ィスプレイ材料、半導体材料、導電材料、酵素機能材、二次電池用正極

材ならびに化粧品材料・光学材料・抗菌剤等の生活関連材料)の製造、販

売



前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している総合エンジニアリング事業と触媒・化成品事業に区分している。

２ 各事業区分に属する主な内容 

 
３ 会計処理方法の変更 

従来、当社および連結子会社１社は、退職給付会計基準変更時差異（退職給付信託設定による一時費用処

理後金額11,404百万円）について、償却期間を15年とする按分額を費用処理していたが、当連結会計年度

において、一括費用処理する方法に変更した。その結果、従来の方法によった場合と比較して、営業費用

が総合エンジニアリング事業で359百万円、触媒・化成品事業で77百万円少なく、営業利益が各事業で同

額多く計上されている。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略した。 

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略した。 

  

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がい

ずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

  

総合エンジニア
リング事業 
(百万円)

触媒・化成品
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去または全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 410,949 24,248 435,197 ─ 435,197

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

42 15 58 (58) ─

計 410,992 24,263 435,256 (58) 435,197

営業費用 399,894 22,128 422,022 (45) 421,977

営業利益 11,098 2,135 13,233 (12) 13,220

総合エンジニアリング事業 石油、石油精製、石油化学、ガス、LNG、一般化学、原子力、金属精錬、

バイオ、食品、医薬品、医療、物流、IT、環境保全、公害防止等に関す

る装置、設備および施設の計画、設計、調達、建設および試運転役務な

らびに附帯関連事業

触媒・化成品事業 触媒製品(FCC触媒、水素化処理触媒、脱硝触媒、炭化水素改質装置用触

媒、環境浄化触媒、油脂水素化用触媒および各種石油化学用触媒等)およ

び新機能材料関連製品(コロイダルシリカ、CRT・FPD等表面処理材料、液

晶ディスプレイ材料、半導体材料、酵素機能材、二次電池用正極材なら

びに化粧品材料・光学材料・抗菌剤等の生活関連材料)の製造、販売



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

 
(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

２ 国または地域の区分の方法および各地域に属する主な国または地域 

(1) 国または地域の区分の方法       地理的近接度による。 

(2) 各区分に属する主な国または地域 

東アジア：     中国 

東南アジア：      インドネシア、タイ、フィリピン 

中近東：      オマーン、カタール、バーレーン 

アフリカ：     ナイジェリア、アルジェリア、リビア 

その他の地域：   カザフスタン 

３ 従来、「東アジア」は「その他の地域」に含めて表示していたが、当該地域の売上高が連結売上高の10％を

超えたため当中間連結会計期間より区分表示することとした。なお前中間連結会計期間の「その他の地域」

に含まれる「東アジア」の売上高と連結売上高に占める海外売上高の割合は、それぞれ13,221百万円、6.9%

である。 

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

 
(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

２ 国または地域の区分の方法および各地域に属する主な国または地域 

(1) 国または地域の区分の方法       地理的近接度による。 

(2) 各区分に属する主な国または地域 

東アジア：     中国 

東南アジア：     インドネシア、フィリピン 

中近東：      カタール、サウジアラビア、オマーン、イラン 

アフリカ：     ナイジェリア、アルジェリア、リビア 

その他の地域：   カザフスタン、米国 

  

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

 
(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

２ 国または地域の区分の方法および各地域に属する主な国または地域 

(1) 国または地域の区分の方法       地理的近接度による。 

(2) 各区分に属する主な国または地域 

東アジア：     中国 

東南アジア：      インドネシア、マレーシア、フィリピン 

中近東：      オマーン、カタール、バーレーン 

アフリカ：     アルジェリア、ナイジェリア、リビア 

その他の地域：   オーストラリア、カザフスタン、ベネズエラ 

３ 従来、「東アジア」は「その他の地域」に含めて表示していたが、当該地域の売上高が連結売上高に占める

比率が増したため当連結会計年度より区分表示することとした。なお、前連結会計年度の「その他の地域」

に含まれる「東アジア」の売上高と連結売上高に占める海外売上高の割合は、それぞれ33,968百万円、8.3%

である。 

東アジア 東南アジア 中近東 アフリカ
その他の 
地域

計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 22,022 6,780 41,658 50,104 13,829 134,395

Ⅱ 連結売上高(百万円) 181,779

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

12.1 3.7 22.9 27.6 7.6 73.9

東アジア 東南アジア 中近東 アフリカ
その他の 
地域

計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 11,092 17,594 132,751 27,076 9,071 197,586

Ⅱ 連結売上高(百万円) 250,291

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

4.4 7.0 53.0 10.8 3.6 78.9

東アジア 東南アジア 中近東 アフリカ
その他の 
地域

計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 39,017 30,540 120,517 84,520 23,821 298,418

Ⅱ 連結売上高(百万円) 435,197

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

9.0 7.0 27.7 19.4 5.5 68.6



(１株当たり情報) 
  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

   
  
(重要な後発事象) 

該当事項なし。 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 584.81円 １株当たり純資産額 642.84円 １株当たり純資産額 595.01円

１株当たり中間純利益 20.74円 １株当たり中間純利益 37.24円 １株当たり当期純利益 44.93円

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、潜在株式が存
在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、潜在株式が存
在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため記載していない。 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間（当
期）純利益（百万円）

5,271 9,458 11,585

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円）

5,271 9,458 11,415

普通株主に帰属しない金額の主な内
訳（百万円） 
 利益処分による役員賞与 ─ ─ 169

普通株主に帰属しない金額（百万
円）

─ ─ 169

普通株式の期中平均株式数（千株） 254,130 254,011 254,101



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 現金預金 66,961 64,836 51,168

 受取手形 1,019 1,400 580

 完成工事未収入金 40,949 41,994 47,412

 有価証券 15,018 6,998 12,984

 未成工事支出金 90,412 64,378 72,886

 未収入金 ※４ 5,158 10,777 8,746

 繰延税金資産 2,464 3,782 4,285

 その他流動資産 9,744 5,139 6,668

 貸倒引当金 △3,403 △3,300 △3,394

 流動資産合計 228,324 62.7 196,007 58.8 201,337 60.5

Ⅱ 固定資産

１有形固定資産 ※１

 建物 ※２ 30,644 29,611 30,190

 土地 ※２ 22,812 22,509 22,542

 建設仮勘定 36 212 53

 その他有形固定 
 資産

※２ 1,876 2,190 2,110

有形固定資産合計 55,369 54,524 54,897

２無形固定資産

 ソフトウェア 2,196 2,829 3,094

 その他無形固定 
 資産

42 41 41

無形固定資産合計 2,238 2,871 3,136

３投資その他の資産

 投資有価証券 23,008 33,202 25,242

 関係会社株式 23,454 24,207 23,711

 長期貸付金 25,971 25,328 23,986

 繰延税金資産 10,220 3,075 6,065

 再評価に係る 
  繰延税金資産

1,061 ― ―

 その他投資等 2,011 1,454 1,689

 貸倒引当金 △7,514 △7,585 △7,340

投資その他の資産
合計

78,212 79,683 73,355

 固定資産合計 135,821 37.3 137,079 41.2 131,389 39.5

 資産合計 364,146 100.0 333,086 100.0 332,727 100.0 



 

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 支払手形 48 15 78 

 工事未払金 53,682 62,265 50,546 

 短期借入金 2,315 4,107 4,455 

 未成工事受入金 119,086 70,805 91,551 

 未払金 8,751 5,723 5,300 

 未払法人税等 1,262 1,320 693 

 完成工事補償引当金 1,821 1,893 1,880 

 工事損失引当金 ― 1,454 2,074 

 賞与引当金 1,960 2,035 2,940 

 その他流動負債 1,988 2,443 2,360 

流動負債合計 190,918 52.4 152,065 45.7 161,881 48.7 

Ⅱ 固定負債

 長期借入金 15,252 15,201 15,226 

 退職給付引当金 17,241 11,289 11,025 

 長期預り金 ※２ 4,135 4,135 4,135 

 再評価に係る
 繰延税金負債

― 3,787 3,798 

固定負債合計 36,628 10.1 34,413 10.3 34,185 10.2 

 負債合計 227,546 62.5 186,479 56.0 196,067 58.9 

（資本の部）

Ⅰ 資本金 23,511 6.5 23,511 7.0 23,511 7.1 

Ⅱ 資本剰余金

 資本準備金 25,578 25,578 25,578 

 その他資本剰余金 1 3 2 

資本剰余金合計 25,579 7.0 25,581 7.7 25,580 7.7 

Ⅲ 利益剰余金

 利益準備金 2,692 2,692 2,692 

 任意積立金 77,021 83,521 77,021 

 中間(当期)未処分 
 利益

6,998 9,291 11,062 

利益剰余金合計 86,713 23.8 95,505 28.7 90,776 27.3 

Ⅳ 土地再評価差額金 △1,870 △0.5 △6,582 △2.0 △6,732 △2.0

Ⅴ その他有価証券 
    評価差額金

6,310 1.7 12,414 3.7 7,240 2.2 

Ⅵ 自己株式 △3,644 △1.0 △3,822 △1.1 △3,716 △1.2

 資本合計 136,599 37.5 146,607 44.0 136,660 41.1 

 負債資本合計 364,146 100.0 333,086 100.0 332,727 100.0 

 



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分
比 
(％)

金額(百万円)
百分
比 
(％)

金額(百万円)
百分
比 
(％)

Ⅰ 売上高

 完成工事高 160,154 100.0 220,365 100.0 386,040 100.0 

Ⅱ 売上原価

 完成工事原価 152,683 95.3 210,284 95.4 369,945 95.8 

  売上総利益

   完成工事総利益 7,471 4.7 10,080 4.6 16,095 4.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,336 2.7 3,965 1.8 8,348 2.2 

   営業利益 3,134 2.0 6,114 2.8 7,747 2.0 

Ⅳ 営業外収益 ※１ 3,010 1.8 4,246 1.9 4,407 1.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 340 0.2 939 0.4 1,279 0.3 

    経常利益 5,803 3.6 9,422 4.3 10,875 2.8 

Ⅵ 特別利益 ※３ 3,313 2.0 457 0.2 4,804 1.2 

Ⅶ 特別損失 ※４ 2,634 1.6 33 0.0 2,893 0.7 

  税引前中間（当期）純利益 6,482 4.0 9,846 4.5 12,787 3.3 

  法人税、住民税及び事業税 2,033 2,165 2,470 

  法人税等調整額 △179 1,854 1.1 546 2,711 1.3 1,626 4,096 1.0 

  中間（当期）純利益 4,628 2.9 7,134 3.2 8,690 2.3 

  前期繰越利益 2,370 2,306 2,370 

  土地再評価差額金取崩額 ― △150 1 

  中間（当期）未処分利益 6,998 9,291 11,062 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 重要な資産の評価

基準および評価方

法

(1) たな卸資産

未成工事支出金

個別法による原価法

(1) たな卸資産

未成工事支出金

同左

(1) たな卸資産

未成工事支出金

同左

(2) 有価証券

子会社株式および関連

会社株式

移動平均法による原

価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

 中間期末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

(2) 有価証券

子会社株式および関連

会社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

(2) 有価証券

子会社株式および関連

会社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

 期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

   時価のないもの

 移動平均法による

原価法

(3)デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

（および債務）

時価法

   時価のないもの

同左

(3)デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

（および債務）

同左

   時価のないもの

同左

(3)デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権

（および債務）

同左

２ 重要な固定資産の

減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 事業用建物については

定額法を、それ以外は定

率法によっている。

 なお、耐用年数および

残存価額については、法

人税法に規定する方法と

同一の基準によってい

る。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

 定額法によっている。

 ただし、自社利用のソ

フトウェアについては、

社内における利用可能見

込期間(５年)に基づく定

額法によっている。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

 定額法によっている。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

 



項目

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前事業年度

(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)

３ 重要な引当金の計

上基準

(1)貸倒引当金

 完成工事未収入金等債

権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上して

いる。

(1)貸倒引当金

同左

(1)貸倒引当金

同左

(2)完成工事補償引当金

 完成工事高として計上

した工事に係るかし担保

責任に備えるために過去

の経験割合に基づく一定

の算定基準により計上し

ている。

(2)完成工事補償引当金

同左

(2)完成工事補償引当金

同左

―――――― (3)工事損失引当金

 受注工事の損失に備え

るため、当中間会計期間

末の未引渡工事のうち、

損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的

に見積ることができる工

事について、当中間会計

期間末以降に発生が見込

まれる損失を引当計上し

ている。

(3)工事損失引当金

 受注工事の損失に備え

るため、当事業年度末の

未引渡工事のうち、損失

の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に

見積ることができる工事

について、翌事業年度以

降に発生が見込まれる損

失を引当計上している。

(3)賞与引当金

 従業員に支給すべき賞

与の支払に備えて、将来

の支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を計

上している。

(4)賞与引当金

同左

(4)賞与引当金

 従業員に支給すべき賞

与の支払に備えて、将来

の支給見込額のうち当期

の負担額を計上してい

る。

(4)退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ている。

（会計処理方法の変更）

 従来、会計基準変更時

差異(退職給付信託設定

による一時費用処理後金

額9,838百万円)について

は、償却期間を15年とす

る按分額を費用処理して

いたが、当中間期におい

て一括費用処理する方法

に変更した。

(5)退職給付引当金

同左

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

(5)退職給付引当金

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認

められる額を計上してい

る。

（会計処理方法の変更）

 従来、会計基準変更時

差異(退職給付信託設定

による一時費用処理後金

額9,838百万円)について

は、償却期間を15年とす

る按分額を費用処理して

いたが、当事業年度にお

いて一括費用処理する方

法に変更した。



項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 この変更は、当中間会

計期間において、厚生年

金基金代行部分返上に係

る会計処理を行ったこと

により未認識の会計基準

変更時差異の相当部分が

消滅したことおよび代行

返上後に厚生年金基金を

解散し加算年金部分と適

格退職年金制度を統合し

たキャッシュバランス類

似型の新たな企業年金制

度へ移行する大幅な退職

年金制度の改訂が行われ

たことにより、退職給付

会計基準適用時における

状況に大幅な変化が生じ

たことから、財務体質の

健全化を図るために行っ

たものであり、厚生年金

基金の代行部分の返上に

係る会計処理後の残額

2,567百万円を特別損失

に「退職給付会計基準変

更時差異一括償却額」と

して計上している。 

 その結果、従来の方法

によった場合と比較し

て、売上総利益は172百

万円、営業利益および経

常利益は231百万円それ

ぞれ多く、税引前中間純

利益は2,546百万円少な

く計上されている。

 この変更は、当事業年

度において、厚生年金基

金代行部分返上に係る会

計処理を行ったことによ

り未認識の会計基準変更

時差異の相当部分が消滅

したことおよび代行返上

後に厚生年金基金を解散

し加算年金部分と適格退

職年金制度を統合したキ

ャッシュバランス類似型

の新たな企業年金制度へ

移行する大幅な退職年金

制度の改訂が行われたこ

とにより、退職給付会計

基準適用時における状況

に大幅な変化が生じたこ

とから、財務体質の健全

化を図るために行ったも

のであり、厚生年金基金

の代行部分の返上に係る

会計処理後の残額2,567

百万円を特別損失に「退

職給付会計基準変更時差

異一括償却額」として計

上している。 

 その結果、従来の方法

によった場合と比較し

て、売上総利益は278百

万円、営業利益および経

常利益は359百万円それ

ぞれ多く、税引前当期純

利益は2,411百万円少な

く計上されている。

 また、数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)に

よる定率法によりその発

生した翌事業年度から費

用処理している。 

 過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(15年)による定額法

により費用処理してい

る。

同左  また、数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(15年)に

よる定率法によりその発

生した翌事業年度から費

用処理することとしてい

る。 

 過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(15年)による定額法

により費用処理してい

る。



項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(5)役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支

払に備えて、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上していたが、平成16年

６月29日の株主総会にお

いて役員退職慰労金制度

の廃止に伴う打ち切り支

給を決定したことによ

り、その残高を取り崩し

ている。

―――――― (6)役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支

払に備えて、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ていたが、平成16年６月

29日の株主総会において

役員退職慰労金制度の廃

止に伴う打ち切り支給を

決定したことにより、そ

の残高を取り崩してい

る。

４ 重要なリース取引

の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。

同左 同左

５ 重要なヘッジ会計

の方法

(1)ヘッジ会計の方法

 外貨建金銭債権債務お

よび外貨建予定取引に係

るヘッジ会計は、振当処

理の要件を満たすものは

振当処理により、それ以

外のものは繰延ヘッジ処

理によっている。

 また、金利スワップ取

引のヘッジ会計は、特例

処理によっている。

(1)ヘッジ会計の方法

 外貨建金銭債権債務お

よび外貨建予定取引に係

るヘッジ会計は、振当処

理の要件を満たすものは

振当処理により、それ以

外のものは繰延ヘッジ処

理によっている。

 また、金利スワップ取

引については金融商品に

係る会計基準に定める特

例処理によっている。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(2)ヘッジ手段およびヘッ

ジ対象

 外貨建金銭債権債務お

よび外貨建予定取引の為

替変動リスクをヘッジす

るため為替予約取引、通

貨スワップ取引および通

貨オプション取引を利用

している。

 また、借入金等の金利

変動リスクをヘッジする

ため金利スワップ取引を

利用している。

(2)ヘッジ手段およびヘッ

ジ対象

同左

(2)ヘッジ手段およびヘッ

ジ対象

同左

(3)ヘッジ方針

 デリバティブ取引に係

る社内運用規定を設け、

その運用基準、取引権

限、取引限度額に従って

取引の実行および管理を

行っており、ヘッジ会計

を適用する際のヘッジ対

象の識別は、取引の都

度、行っている。

(3)ヘッジ方針

同左

(3)ヘッジ方針

同左



 
  

  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4)ヘッジ有効性評価の方

法

 ヘッジ有効性評価は、

原則として年２回、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段双方

の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計

額を基礎に行っている。

 ただし、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の資産・負債

または予定取引に関する

重要な条件が同一である

場合には、ヘッジ有効性

評価を省略している。

(4)ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4)ヘッジ有効性評価の方

法

同左

６ その他(中間)財務

諸表作成のための

基本となる重要な

事項

(1)完成工事高計上基準

 完成工事高の計上は、

工事については工事完成

基準により収益を計上し

ているが、長期大型工事

(工事期間が24ヵ月を超

え、かつ、契約時受注金

額が50億円を超える長期

大型工事(ただし、工事

期間が36ヵ月を超え、か

つ、契約時受注金額が30

億円を超える工事を含

む。))については、工事

進行基準により収益を計

上している。

(1)完成工事高計上基準

同左

(1)完成工事高計上基準

同左

 なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は、

135,061百万円である。 

 なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は、 

161,082百万円である。

 なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は、 

291,593百万円である。

(2)消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理

は、税抜方式によってい

る。

(2)消費税等の会計処理

同左

(2)消費税等の会計処理

同左



会計処理方法の変更 

  

 
  

  

追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

いる。 

 これにより税引前中間純利益が

12百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき当該資産の金額から直接

控除している。

――――――

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（退職給付引当金） 

 当社は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行部分

について平成16年10月１日に厚生労

働大臣から過去分返上の認可を受け

た。 

 当該厚生年金基金の代行返上は、

新退職年金制度への移行の一環とし

て実施されたものであるため、退職

給付制度間の移行の処理と合わせ、

当中間会計期間に会計処理を行って

いる。 

 当中間会計期間における損益に与

えている影響額は特別利益として

3,203百万円計上されている。

―――――― （退職給付引当金） 

 当社は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行部分

について平成16年10月１日に厚生労

働大臣から過去分返上の認可を受け

た。 

 当事業年度における損益に与えて

いる影響額は特別利益として3,203

百万円計上されている。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

   額 21,161百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

   額 22,499百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

  額 21,543百万円

※２ 担保資産

 下記の資産は長期預り金(4,110

百万円)の担保に供している。

建物 3,131百万円

土地 4,279

その他有形固定資産 82

計 7,493百万円

※２ 担保資産

 下記の資産は長期預り金(4,110

百万円)の担保に供している。

建物 2,991百万円

土地 4,279

その他有形固定資産 71

計 7,342百万円  

※２ 担保資産

下記の資産は長期預り金(4,110
百万円)の担保に供している。

建物 3,060百万円

土地 4,279

その他有形固定資産 76

計 7,417百万円

 

 ３ 偶発債務

(1)他社の金融機関からの借入金

等に対して以下のとおり保証を

行っている。

会社名 金額(百万円)

JGC 

PHILIPPINES,INC.

1,443

(13,000千US$)

JTS Contracting 

Company

371

(2,713千EUR)
㈱ジーティーエフ
研究所

1,129

ソナトラック社 328
M.W.Kellogg Ltd. 337

(1,687千£.Stg)

その他６社 

(このうち外貨建

保証額)

344

(1,134千US$)

(1,259千EUR)

(24,245千DA)

(0千£.Stg)

計 3,956

なお、上記保証債務には、複数の

保証人がいる連帯保証が含まれて

いるが、それら連帯保証人の支払

能力が十分であることおよび自己

の負担割合が明記されていること

から、自己の保証額を記載してい

る。

 

 ３ 偶発債務

(1)他社の金融機関からの借入金

等に対して以下のとおり保証を

行っている。

会社名 金額(百万円)

Asia  Gulf  Power 
Holding  Company 
Limited

4,401

(31,632千US$)

(26,589千AED)
㈱ジーティーエフ
研究所

2,040

JGC 
PHILIPPINES,INC.

1,471

(13,000千US$)

Saudi Arabian 

Oil Company/ 

Sumitomo 

Chemical Co.,Ltd

860
(7,601千US$）

M.W.Kellogg Ltd. 335

(1,687千£.Stg)

その他７社 

(このうち外貨建

保証額)

1,193

(6,555千US$)

(2,183千EUR)

(28,490千DA)

計 10,302

なお、上記保証債務には、複数の

保証人がいる連帯保証が含まれて

いるが、それら連帯保証人の支払

能力が十分であることおよび自己

の負担割合が明記されていること

から、自己の保証額を記載してい

る。

 

 ３ 偶発債務

(1)他社の金融機関からの借入金

等に対して以下のとおり保証を

行っている。

会社名 金額(百万円)

㈱ジーティーエフ
研究所

1,554

JGC 

PHILIPPINES,INC.

1,396

(13,000千US$)
Asia  Gulf  Power 
Holding  Company 
Limited

778

(26,589千AED)

JTS Contracting 

Company

545

(3,928千EUR)

M.W.Kellogg Ltd. 340

(1,687千£.Stg)

その他６社 

(このうち外貨建

保証額) 

745

(3,056千US$)

(5,037千DA)

(1,375千EUR)

計 5,361

なお、上記保証債務には、複数の

保証人がいる連帯保証が含まれて

いるが、それら連帯保証人の支払

能力が十分であることおよび自己

の負担割合が明記されていること

から、自己の保証額を記載してい

る。

(US$  ：米ドル 

 EUR  ：ユーロ 

DA ：アルジェリアディナール  

AED : UAEディルハム)  

£.Stg：イギリスポンド



 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

(2)従業員の住宅資金などの金融

機関からの借入債務に対して保

証を行っている。

38百万円

(2)従業員の住宅資金などの金融

機関からの借入債務に対して保

証を行っている。

34百万円

(2)従業員の住宅資金などの金融

機関からの借入債務に対して保

証を行っている。

40百万円

(3)社債の信託型デットアサンプ

ション契約(債務履行引受契約)

に係る偶発債務

第３回無担保社債

11,900百万円

(3)   ―――――― (3)社債の信託型デットアサンプ

ション契約(債務履行引受契約)

に係る偶発債務

第３回無担保社債

11,900百万円

※４ 消費税等の取扱

  仮払消費税等および預り消費

税等は相殺のうえ、流動資産の

「未収入金」に含めて表示して

いる。

※４       同左 ※４      ――――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 営業外収益の主なもの

受取利息 499百万円

受取配当金 1,301

為替差益 707

固定資産 
賃貸収入

411

 

※１ 営業外収益の主なもの

受取利息 624百万円

受取配当金 1,866

為替差益 1,101

固定資産
賃貸収入

438  

※１ 営業外収益の主なもの

受取利息 1,056百万円

受取配当金 2,297

固定資産
賃貸収入

824

 

※２ 営業外費用の主なもの

支払利息 147百万円

固定資産 
賃貸原価

178

 

※２ 営業外費用の主なもの

支払利息 148百万円

固定資産賃
貸原価

227 

貸倒引当金
繰入額

291

財務調査費
用

98
 

※２ 営業外費用の主なもの

支払利息 303百万円

固定資産 賃貸
原価

391

為替差損 427

 

※３ 特別利益の主なもの

貸倒引当金 
取崩益

42百万円

厚生年金基金 
代行部分返上益

3,203

 

※３ 特別利益の主なもの

貸倒引当金
取崩益

125百万円

厚生年金基金
代行部分返上益

171

投資有価証券売
却益

160 
 

※３ 特別利益の主なもの

投資有価証券 
売却益

1,591百万円

厚生年金基金 
代行部分返上益

3,203

 

※４ 特別損失の主なもの

退職給付会計基
準変更時差異一
括償却額

2,567百万円

 

※４ 特別損失の主なもの

固定資産除却損 7百万円

減損損失 12

投資有価証券評
価損

9

 

※４ 特別損失の主なもの

固定資産除却損 39百万円

投資有価証券評
価損

23

退職給付会計基
準変更時差異一
括償却額

2,567

関係会社株式 
評価損

200

固定資産評価損 25

 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,056百万円

無形固定資産 270
 

５   減価償却実施額

有形固定資産 1,109百万円

無形固定資産 444
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 2,164百万円

無形固定資産 632



 
  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

６

―――――

 

６    当社は、事業用資産につい

て、事業の種類別セグメント

を基礎に資産をグルーピング

しており、遊休資産について

は、個々の資産単位で区分し

ている。 

当中間会計期間において、遊

休資産のうち市場価格の下落

等により回収可能価額が帳簿

価額を下回るものについて、

帳簿価額を回収可能価額まで

減額し当該減少額を減損損失

（12百万円）として特別損失

に計上している。なお、回収

可能価額については正味売却

価額を使用し、固定資産税評

価額を基に算出している。 

当中間会計期間に計上した減

損損失の内訳は以下のとおり

である。

用途 種類 場所 減損損失金額

遊休資産土地山梨県 12百万円

６ 

―――――



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引

 

(1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額および中間期末残

高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万

円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万

円)

中間 

期末 

残高 

相当額

(百万

円)

工具器 

具備品
215 112 103

ソフト 

ウェア
2,228 810 1,417

合計 2,443 922 1,521

(注)取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残

高が有形固定資産および

無形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定している。

 

(1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額および中間期末残

高相当額

取得 

価額 

相当額

(百万

円)

減価 

償却 

累計額

相当額

(百万

円)

中間 

期末 

残高 

相当額

(百万

円)

工具器 

具備品
215 164 51

(注)   同左
 

(1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額および期末残高相

当額

取得 

価額 

相当額 

(百万

円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万

円)

期末 

残高 

相当額

(百万

円)

工具器 

具備品
215 136 78

(注)取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定している。

 

(2) 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 336百万円

１年超 1,185

計 1,521百万円

(注)未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産および無形

固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定している。

 

(2) 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 35百万円

１年超 15

計 51百万円

(注)   同左
 

(2) 未経過リース料期末残

高相当額

１年内 57百万円

１年超 21

計 78百万円

(注)未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ている。

(3) 支払リース料および減

価償却費相当額

支払 
リース料

172百万円

減価償却費 
相当額

172

(3) 支払リース料および減

価償却費相当額

支払
リース料

28百万円

減価償却費
相当額

28

(3) 支払リース料および減

価償却費相当額

支払
リース料

267百万円

減価償却費 
相当額

267

(4) 減価償却費相当額の算

定方法

 リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。

(4) 減価償却費相当額の算

定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算

定方法

同左

２ オペレーティン

グ・リース取引

 

未経過リース料

１年内 4百万円

１年超 0

計 4百万円

未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 2

計 6百万円

未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 0

計 2百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成16年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当中間会計期間(平成17年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはない。 

  



(１株当たり情報) 
  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

   
  
(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 537.56円 １株当たり純資産額 577.27円 １株当たり純資産額 537.95円

１株当たり中間純利益 18.21円 １株当たり中間純利益 28.09円 １株当たり当期純利益 33.82円

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、潜在株式が存
在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、潜在株式が存
在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため記載していない。 

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間損益計算書上の中間（当期）純
利益（百万円）

4,628 7,134 8,690

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円）

4,628 7,134 8,593

普通株主に帰属しない金額の主な内
訳（百万円） 
 利益処分による役員賞与 ─

 
─

 
        96

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─ 96

普通株式の期中平均株式数（千株） 254,130 254,011 254,101



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引法第

25 条第１項各号に掲げる書類は、次のとおりである。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第109期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日



該当事項なし。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成16年12月10日

日 揮 株 式 会 社 

 取 締 役 会  御中 

 

   

   

   

  
  
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日揮株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監

査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日揮株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４-(３)の(４)に記載されているとおり、会社

および連結子会社１社は退職給付会計における会計基準変更時差異の費用処理方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  櫻  井  憲  二  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  池  二 三 男  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田     厚  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成17年12月12日

日 揮 株 式 会 社 

 取 締 役 会  御中 

 

   

   

   

  
  
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日揮株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日揮株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  櫻  井  憲  二  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  池  二 三 男  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田     厚  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成16年12月10日

日 揮 株 式 会 社 

 取 締 役 会  御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日揮株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第109期事業年度の中間会計期間(平成

16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日揮株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

「中間財務諸表作成の基本となる重要な事項」３－(4) に記載されているとおり、会社は退職給付会計に

おける会計基準変更時差異の費用処理方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  櫻  井  憲  二  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  池  二 三 男  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田     厚  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成17年12月12日

日 揮 株 式 会 社 

 取 締 役 会  御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日揮株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第110期事業年度の中間会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日揮株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  櫻  井  憲  二  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  池  二 三 男  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田     厚  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の状況
	(4)大株主の状況
	(5)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/71
	pageform2: 2/71
	form1: EDINET提出書類  2005/12/16 提出
	form2: 日揮株式会社(349054)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/71
	pageform4: 4/71
	pageform5: 5/71
	pageform6: 6/71
	pageform7: 7/71
	pageform8: 8/71
	pageform9: 9/71
	pageform10: 10/71
	pageform11: 11/71
	pageform12: 12/71
	pageform13: 13/71
	pageform14: 14/71
	pageform15: 15/71
	pageform16: 16/71
	pageform17: 17/71
	pageform18: 18/71
	pageform19: 19/71
	pageform20: 20/71
	pageform21: 21/71
	pageform22: 22/71
	pageform23: 23/71
	pageform24: 24/71
	pageform25: 25/71
	pageform26: 26/71
	pageform27: 27/71
	pageform28: 28/71
	pageform29: 29/71
	pageform30: 30/71
	pageform31: 31/71
	pageform32: 32/71
	pageform33: 33/71
	pageform34: 34/71
	pageform35: 35/71
	pageform36: 36/71
	pageform37: 37/71
	pageform38: 38/71
	pageform39: 39/71
	pageform40: 40/71
	pageform41: 41/71
	pageform42: 42/71
	pageform43: 43/71
	pageform44: 44/71
	pageform45: 45/71
	pageform46: 46/71
	pageform47: 47/71
	pageform48: 48/71
	pageform49: 49/71
	pageform50: 50/71
	pageform51: 51/71
	pageform52: 52/71
	pageform53: 53/71
	pageform54: 54/71
	pageform55: 55/71
	pageform56: 56/71
	pageform57: 57/71
	pageform58: 58/71
	pageform59: 59/71
	pageform60: 60/71
	pageform61: 61/71
	pageform62: 62/71
	pageform63: 63/71
	pageform64: 64/71
	pageform65: 65/71
	pageform66: 66/71
	pageform67: 67/71
	pageform68: 68/71
	pageform69: 69/71
	pageform70: 70/71
	pageform71: 71/71


